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かけて大学・企業共同によるICT導入・活用の紹介

として、賛助会員の企業と導入大学によるポスター

セッションを実施した。

第１日目（9月6日）

全体会
【教育の質的転換に向けた内部質保証の一体改革】
三つのポリシー（入学選抜・カリキュラム・学位
授与）省令化による内部質保証の課題

独立行政法人　日本学術振興会理事長
安西　祐一郎　氏

卒業の認定に関する方針（ディプ

ロマ・ポリシー）、教育課程の編成

及び実施に関する方針（カリキュラ

ム・ポリシー）、入学者の受け入れ

に関する方針（アドミッション・ポ

リシー）の３つのポリシーを一体化

して公表し、実施していただきたいということで、

本年３月31日に学校教育法施行規則が改正され、平

成29年４月１日の施行となっている。省令改正の背

景としては、少子高齢化とグローバル化により、産

業構造や雇用市場が大きく転換してくる中で、

2020〜2030年に向けて日本の人材基盤を抜本的に

強化し、日本で学ぶ人達一人ひとりが幸せな人生を

歩めるようにするという教育改革の目的がある。

多くの大学がすでに３つのポリシーに対応してい

るが、３ポリシーと絡めて教育改革をどのように進

めていけるかということが課題となる。大事なこと

は、ガイドラインにあるように、ポリシーそれぞれ

を関係付けることにある。３つのポリシーの中で一

番重視すべきものは何かというと、どういう卒業生

を出すかということだと思う。大学の看板を背負っ

た卒業生が社会でどのように活躍してくれるのか、

一生懸命社会に対して貢献していく人達を自分の大

学が売り出せるかどうか、社会と関係付けるという

ことが重要で、ディプロマ・ポリシーが極めて重要

になる。これから社会の動向はどうなのか、採用は

どうなるのか、これからの時代の就業構造はどうな

っているのか、それをきちんと見込んでディプロ

マ・ポリシーをどのように考えていくかどうかが課

題となる。

各大学は、国の大学改革実行プランに沿って教育

の質的転換に向けて、改革努力を続けている。例え

ば、三つのポリシーによる教育方針の明確化、カリ

キュラムマップ・シラバス改善などの教育課題の体

系化、成績評価の厳格化、アクティブ・ラーニング

の組織的教育の実施、ポートフォリオ・IR等による

学修成果の可視化など、全学的な教学マネジメント

の確立に着手したところである。しかし、これらの

取り組みは制度・仕組みの整備であって、必ずしも

教員個人及び教員間による教育内容の調整・改善に

取り組む質的転換につながっていない。

そこで本大会では、新たな未来を築くための大学

教育の質的転換に向けて、社会及び世界から信頼さ

れる人材育成の内部質保証のあり方について、三つ

のポリシーの一貫性、整合性の面から探求すること

を目指し、平成28年９月６日から８日までの３日間、

アルカディア市ヶ谷（東京、私学会館）で、「教育

の質的転換に向けた内部質保証を考える」をテーマ

として開催した。３日間の参加者総数は、313名

（134大学、14短期大学、賛助会員13社）であった。

第１日目の全体会では、向殿政男会長（明治大学）の

開会挨拶の後、三つのポリシー（入学

選抜・カリキュラム・学位授与）省令

化による内部質保証の課題、学修成果

の可視化と改善への取り組み、アクテ

ィブ・ラーニングの振り返りと課題、

地域と連携・地域を活用したPBL教育

の導入と効果、ネット会議による分野横断型PBL教育の

提案などの具体的な手法について情報の共有を図った。

第２日目は、第１日目の全体会であげられた課題

や提案について、より深めるため、分科会形式によ

るテーマ別意見交流を実施した。「ICTを活用したア

クティブ・ラーニングの取り組みと課題」、「教育を客

観的に振り返るための環境整備〜IRの導入の取り組

みと課題」、「アクティブ・ラーニングの評価方法」、

「価値の創出を目指した問題発見・解決思考の情報リ

テラシー教育モデル」の４つのテーマについて参加

者を交えた討議を行い、大学としての取り組みと課

題を共有し、課題の共有と解決の方向性について模

索した。また、分科会終了後に参加者のコミュニケ

ーションの場として情報交流会も行った。

第３日目は、教育や支援環境へのICT活用につい

て77件の公募による発表をA〜Eの五つの会場で、

同時に実施した。また、２日目の午後から３日目に
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その時にそれに対するカリキュラムはどうなって

いないといけないのか、そのカリキュラムに耐える

学生というのは、どうやって選抜すればいいのか、

どうしたら自分の大学が社会で一人でも多くの卒業

生が活躍して行ってくれるのか、専門的な保母さん、

役所に勤める卒業生はじめ、それぞれの場で持って

活躍をしてくれる、幸せになってくれる、そういう

卒業生を何人出せるかということが大学の価値を決

めると思われる。そのような入学者をどのように見

つけていくかというのは、大学側が知恵を絞るとこ

ろだと思う。

高大接続改革について技術的課題が取り上げられ

ているが、やる気があるかどうか、これを乗り超え

られるかどうかということが、今、大人に問われて

いる。アクティブ・ラーニングで主体的になれと言

っても、言われたことをするのではアクティブ・ラ

ーナーにはなれない。学生自身がどうしたらスイッ

チを入れられるのか、挑戦的になれるのかどうかが

課題である。むしろ大人にスイッチが入っているか

どうかが問われてくる。高大接続改革というのは、

実は大学にとっては大学と社会の「大社接続改革」

であり、大学教育の果たす役割の大きさを大人が真

剣に捉え、改革に挑むことが必要になるのではない

か。

３ポリシーのガイドラインとしての基本的考え方

は、どのような卒業生を社会に送り出させるのか、

どのようなことを身に付けた卒業生なのかを定めた

方針がディプロマ・ポリシーで、身に付けるために

はどのような教育をしているのか、教育課程の編成

方針、編成内容、学修成果の評価などの基本方針を

定めたものをカリキュラム・ポリシーとしている。

その上でディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポ

リシーに基づき、それに対応できる入学者をどのよ

うに選抜していくのかなど多様な学生を評価できる

入学選抜をアドミッション・ポリシーとしており、

分かりやすい内容・表現で策定していただきたい。

多くの大学が３つのポリシーを公表しているけれ

ども、これを関係づけて一体的に運用するとはどう

いうことなのか、これが本日の課題である。関係づ

けることはできるのか、関係付けようと思えば多様

な卒業生があり、一様でない。そうするとカリキュ

ラムもある程度多様化､柔軟化しなければならない。

例えば、ナンバリングのシステム一つとっても、授

業の時間割りの設定などから教員の反対もあり、大

規模大学で導入するのは大変になっている。むしろ

個性を持って頑張ろうとする大学にとっては、知恵

の絞りどころであり、チャンスではないかと思う。

その時に学生をどのように学修させ、どのように学

修成果を身に付けて質保証をしていけばいいのかと

いうことが、現実に直面している課題で、これから

の時代を見据えて、ある程度カリキュラムを変えて

いく必要がある。
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３ポリシーの留意事項として、ガイドラインの総

論に３ポリシーを一貫性・整合性あるものとして策

定して欲しいとしている。するかしないかは大学の

責任になる。言われたからやるというものではない。

言われてするのであれば、学生にアクティブに学べ

と言っておいて、大学側がアクティブでなくパッシ

ブであったなら、学生に申し訳がないということで

ある。　

３ポリシーに基づく、入学者選抜及び体系的で組

織的な教育を実施していただきたい。ガイドライン

には、例えばナンバリングの活用、ポートフォリオ

の活用などがあるが、ガイドラインにあるからナン

バリングをしようということだと、いつまでたって

もやらされ感がある。何故ナンバリングのシステム

を入れないといけないのかを問い、自ら判断するこ

とが重要なのではないか。

一つの例として、実例に近いあるＡ大学Ｂ学部Ｃ

学科の３ポリシーが公表されている。他の大学と比

較してみても相当きちんと書き込んである。例えば、

ディプロマ・ポリシーについては、知識理解はこう

いうことができるようになる。技能について専門的

な能力とか、汎用的な能力が身に付いてできるよう

になる。卒業認定ではそのような能力が身に付いて

いることを社会に約束している。カリキュラム・ポ

リシーについては、Ｃ学科の１年前期から４年後期

までのカリキュラムマップが表示されている。その

下に教育プログラムとして、１年次では共通科目を

学ぶことも書いてある。

アドミッション・ポリシーについては、学科の教

育理念、教育プログラム、求める学生像が書いてあ

り、入学者選抜の基本方針、個別の学力検査の視点

などが書いてある。かなり書き込まれている例を持

ってきたが、このポリシーを本当に実施するのかと

いう問題が考えられる。ディプロマ・ポリシーで

「何とか的視点から、今日の経済社会の動きについ

て説明できる」としているが、説明できるというこ

とをどこでチェックしているのか。カリキュラムの

どこに対応しているのかが書いてない。３つのポリ

シーはよく書かれているとは思うが、残念ながらシ

ステム化されていない。ディプロマ・ポリシーで

「・・することができる」としたならば、カリキュ

ラムのどこで、どのように学べばこれが身に付くの

かということまで、全て書くわけにいかないので、

そこがリンクできるかどうかが一つのポイントとな

る。結局のところディプロマ・ポリシー、カリキュ

ラム・ポリシー、アドミッション・ポリシーが独立

している。特に、入学者選抜の方針は国立大学では

共通していて、前期日程、後期日程ではこういう試

験をしますと書いてあるが、前期日程の試験がカリ

キュラム・ポリシーと、どのように関係しているか

ほとんど書かれていない。これで３ポリシーが一体

化していると言えるのか問題である。
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３ポリシーを一体的にするには、外形ではなく学

生が幸せになれるように、教育の仕組みを教職員が

理解し、システム的に実践することなので、簡単な

ことではない。私立大学の強みというのは、そうい

うところを大学で考え、特徴を持ち、戦略を立てて

自信を持って策定し、ホームページで公表していく

必要がある。また、３ポリシーが具体的に教育の場

に反映されていくべきだと思う。自分の大学がどの

くらい知恵を絞れるかというところで、先が決まっ

てくるのではないか。その知恵の絞り所の一つの大

きなターニングポイントが、３ポリシーの改正だと

見ている。また、Ａ大学Ｂ学部Ｃ学科の場合に推薦

入試、AO入試というのはアドミッション・ポリシ

ーになっていない。例えば、英語の授業で、英語が

ものすごくできるから推薦で入った学生と、一般の

学生がまったく同じ英語の授業を受けており、ナン

センスではないか。推薦入試、AO入試があるとい

うことは、ナンバリングのシステムや、学年制でな

いカリキュラムが入っているべきだが、そこまで考

えられているところは多くはないと思う。特別な入

試で入ってきた１年生は英語の授業を受けなくても

いいことになるのか、というとそうでない。アドミ

ッション・ポリシーとカリキュラム・ポリシーの間

に垣根があるということで、３ポリシーを一体化す

るというのは、そんなに簡単ではない。これをやれ

るかどうかというのは、最初のご挨拶にもあった通

り、魂を入れるということと同義では簡単ではな

い。

今、結構長いこと学位プログラムという考え方が

いろいろ取りざたされており、中々定着しない。学

位プログラムの考え方は、知識、思考の仕方、情報

の活用、表現の仕方など学位を取得するための能力

を身に付ける大学教育で、少しずつ向かっていると

思う。そこへ入試で記述式の問題を入れる、なぜな

のか。書く力には知識が無ければ書けないし、自分

が何を書きたいかという主体性がなければ書けな

い。何十字であっても答えのない問題に対して書く

というのは主体性がないとできない。読む人の立場

になってどう読まれるかということを考えなかった

ら書けないので、教室の中だけでなく、色々な経験

をして、それを言葉にする経験が必要となる。

実際に３ポリシーを合体して卒業生が活躍できて

いくような、そういう教育の場を作っていくことが

できるかどうかというのは、これからの努力次第だ

と思われる。規模に関わらず、私立、国立、公立の

大学も含めてチャンスはある。関係者が知恵を絞る

かどうか、実際に体を張って挑戦して実施するかど

うかにかかっていると思うので、これからの時代に

向けて若い人達を幸せにしていっていただきたいと

思う。

【質疑応答】
［Ｑ１］以前から３ポリシーは学科でも作っている

ので、学部、大学でポリシーを作る必要はないの

ではないかと思っているが。

［Ａ］基本的には大学あるいは学部学科等と執行部

がおやりになっていると思うので、そういうとこ

ろで決めればいい。大学全体として、３ポリシー

を出されても抽象的になると思うので、受験生、

保護者、社会から見て具体的に学部学科がどうい

う教育をされて、どういう学生を輩出されようと

しているかということが、分かるようにするとい

うことで、学科がベースになると思う。ただし、

大学によって随分違うので、こうしなければいけ

ないということはないというふうに見ている。

［Ｑ２］３ポシリーに魂を入れる努力をしているが、

ポシリーを達成して卒業していく質保証として、

科目の単位を取ったら達成したと考えていいの

か。

［Ａ］挫折感を持っている学生もいるので、そうい

う学生が心にスイッチが入るかどうか、モチベー

ションがきちんと入るような、学びも作ってあげ

ないといけない。個々の学生に対して、大学に入

って学んで良かったと思えるような達成感が持て

る学びの場を作ることが大事だと思われる。学生

に自発的な動機がもたらされるような学びの場が

作れれば、全部解決していく。そういうことが魂

を入れることではないかと思う。

【質保証を目指した試み】
学修成果の可視化と改善への取り組み

共愛学園前橋国際大学副学長
後藤　さゆり　氏

本学は群馬県前橋市にあり、

1999年に短期大学から改組した国

際社会学部の単科大学で、入学定員

２２５名の小規模大学である。コー

スが５つあり、学科と同じような機

能を持つ構成になっている。コース

ごとの専門科目を学びながら、その他のコースの科

目を履修するということで、深く幅広く学ぶことが

できるカリキュラムになっている。教育理念は、キ

リスト教主義に基づく「共愛＝共生の精神」で、教

育の目的は「国際社会のあり方について見識と洞察

力をもち、国際化に伴う地域社会の諸課題に対処す

ることができる人材の育成」とし、「学生中心主義」

を教育方針としている。例えば、大学運営への学生

参画として、ＩＴサポート、英語に関するアドミッ

クチューター、ティーチングアシスタント、アカデ

ミック・ライティングの日本語ピアチューターや、

学生カフェでの経営、学生の意見を反映させる取り

組みなどに関っている。
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授業は、50名以下が85％なので、81％がアクティ

ブ・ラーニングで授業を進めており、専任教員全員

がアクティブ・ラーニングに取り組んでいる。最初

は地域貢献のために地域連携を始めたけれども、今

は、「地学一体」で地域と一緒に学生を育てるシス

テムが特徴的となっている。

現在、文科省の「スーパーグローバル大学等事業

（GGJ）」、「大学教育再生加速プロジェクト事業

（AP）」、「地(知)の拠点整備事業（COC）」、「地（知）

の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）」の

４事業に採択されており、グローバル化に対応した

プログラム、地域に根差したサービスラーニングな

どを用意したプログラムで、より実践的な教育プロ

グラムを充実させることができた。とてもアクティ

ブな学修が多いことから、テスト、レポートでは測

りきれない能力を如何に可視化して、教育改善に繋

げて質保証するかが大きな課題であった。このよう

な取り組みの一つとして、ICTシステムとして、シ

ラバス、図書館ベースの検索機能、ポートフォリオ

の３つを連携させる支援システムを構築し、それを

活用してPDCAサイクルを回そうと考えたのが、AP

の学修成果可視化の取り組みである。

アクティブ・ラーニングを単にやっているだけで

は質保証にならないので、昨年度PROGテストで、

知識を活用して問題解決する力（リテラシー）を測

ったところ、６月調査の１年生ではリテラシーレベ

ルが低い学生が沢山いるが、11月調査の３年生では

高いレベルの層が厚くなっていることがわかった。

アクティブ・ラーニングの成果がアセスメント調査

で証明されたと言える。もう一つは、オーストラリ

ア教育研究所と河合塾による「日本の大学生の学習

経験調査」の結果によれば、１年生ではほぼ他大学

と同じレベル若しくは低い状況にある中で、自主的

に学修できる自信、話す力、書く力、批判的思考力、

複雑な問題を解決する力、グループで協調する力、

専攻分野に関する知識、仕事関連の知識技能の全て

において、統計的に優位に差があることが証明され

た。これもアクティブ・ラーニングによる教育効果

と受け止めている。その一方で、将来の見通しを持

たない学生は、学修意欲が低いことや、授業外学修

時間が他大学に比べ多くないことなど課題も明らか

になった。また、現在のカリキュラムでは、優秀な

学生を効果的に教育できていないという課題も明ら

かになり、新たなプログラムの準備を検討している。

これらの課題を解決するには、キャリア教育を充実

して学修意欲高めることや、学生が自ら目標を定め

て主体的に学修に取り組むことを促すことなどが求

められる。その具体的な方策として、ｅポートフォ

リオ等を有効活用し、学修習慣の形成を促すととも

に、学修成果の可視化を進めることにした。

可視化を進めるにあたっては、地域や海外でのア

クティブ・ラーニング、学内・学外活動、アルバイ

トなど卒業要件の力と区別して評価することも困難

なことから、学びの総体を評価する判断材料を最も

豊富に持っている学生を、評価される側ではなく、

評価する側に位置づけ、学生の自己評価を可視化の

一つの軸に捉え開発したシステムが「エビデンスベ

ーストの自己評価」である。その際、学生が根拠の

ない偏った自己評価を行うという課題を解決するた

めに、自己評価のための明確な規準を提示するとと

もに、ｅポートフォリオに蓄積した多様な学修成果

を自己評価のエビデンスとして活用して判断できる

ようにシステムを整備した。

まず、明確な評価基準として、卒業時に身に付け

るべき力の規準として学修成果指標を2015年度に

全教職員の意見を求め、四つの軸・12の力にまとめ、

さらに地域連携協定を結んでいる前橋商工会議所に

地域企業に求める人材像のアンケート結果と整合性

を図った上で「共愛12の力」を確定した。また、達

成度を自己評価できるように「共愛コモンルーブリ

ック」2015年度に制定した。

一方、自己評価の根拠となる豊富なエビデンスの

提示は、2015年度後期よりｅポートフォリオシス

テム(KCG)によって実現している（次ページ図１）。

KCGには、授業の学修成果物を蓄積したり、授業外

学修としてのグループワークを記録する「学内活

動」、語学留学、海外旅行、ボランティア、アルバ

イトなどを記録する「学外活動」、「資格取得」、「読

書履歴」のセクション、目標と振り返り記録する

「学年振り返り」と履修年度ごとの「授業振り返り」

を記録できるセクションがあり、学生は自己の学び

と成長につながる学びのログを記録できるようにな

っている。2016年度からは２年生以上にリフレク

ションの時間を設けて、12の力ごとに自らの学修成

果評価し、それを踏まえた新年度の学びの目標を立

て、KCGに記入することを義務付けている。

KCGの学修記録が適切なエビデンスとなるよう、

「共愛コモンルーブリック」の12の力の中から対応

する力を選択し、タグ付けする機能が実装されてい

る。学生は記録する際に、その経験がどの力の伸長

につながったかを選択し、その下に「エビデンスに

した活動や授業」について記載する。さらに「学年

の振り返り」では、４つの軸ごとに成長と課題を明

確にし、新年度の学びの目標を立てて記入する。さ

らに、学生は蓄積した学修活動と学修成果物の中か

ら、特に自らの特徴と成長を示す記録を「学びと成

長のハイライト」として、自動的に学外へ公表する

ページを作成することができる。就職活動時におけ

る「公開履歴書」としての利用を想定しているが、

同時に学生にｅポートフォリオを活用する意義を明

確にし、学修成果を自分の成長として客観的に意味

づけ、他者を説得させるエビデンスを蓄積するよう

意識づける役割も持っている。そのため、自己評価

の妥当性を確保し、その力を支援するためにｅポー
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トフォリオに書き込まれた記録を資料として、全学

生を対象に担当教員とのリフレクション面談を行う

予定にしている。また、学生の自己評価やその他

KCGに蓄積された情報は2015年度よりIRの取り組

みにも活用して行く予定にしている。

KCGの取り組みにより、学生は日々の学修成果の

振り返りによって自らの成長と課題を明確化、教職

員は個々の授業やカリキュラムの見直し等の改善、

地域社会、ステークホルダーには学生自身による学

びの成果を見せることが可能となる。KCGを活用し

て、学生、教職員、社会に対して学修成果をより見

えるようにする仕組みを構築し、IRなどの活動を通

じてさらに仕組みを洗練させていくことで、学修成

果の可視化とカリキュラムの質保証が進み、大学と

してのアカウンタビリティの達成といった課題に対

応していきたい。

【質疑応答】
［Ｑ１］　アクティブ・ラーニングの働きかけに乗

ってこない学生への対応をどうしているか。

［Ａ］アクティブ・ラーニングの授業を履修してい

る学生は93％にとどまっており、７％の学生は避

けている。その学生に対して授業の選択を狭めて

いることにもなり、検討事項となっている。発言

を聞いているだけであったが、最後のまとめで、

自分の意見を一言でも話してくれるという立場の

学生がいてもいいのではないか。不得意な学生に

対して少しハードルを下げたりすることができる

のではないかというふうに考えている。

図１　KCGトップ画面
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【アクティブ・ラーニングの効果を高めるノウハウ】
アクティブ・ラーニングの振り返りと課題

名古屋商科大学　経営学部教授
亀倉　正彦　氏

アクティブ・ラーニング（以下

AL）に取り組む場合、①何を学ぶ

のか、②誰が何のために学ぶのか、

③誰がその学びに責任を持つのかに

ついて教育現場は問われる。ALと

は「教員による一方向的な講義形式

の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加

を取り入れた教授・学習法の総称」とされているが、

本年８月１日に公表された中教審の審議まとめ草案

では、「主体的・対話的で深い学びの実現を目指す」

となっており、学生の学びに主眼が置かれている。

本学を含む23大学が連携してALの実践を行う中で、

アクティブ・ラーニング失敗事例ハンドブックを作

成した。そこでは多くの実践事例を分析し、ALが

失敗する要因を一般的な原因から具体的な原因ま

で、相互関係を原因マンダラと結果マンダラという

形式にまとめた。様々な原因や結果を一覧にするこ

とで、教員が自らのALがうまくゆかなかった理由

を考える際にヒントとなる。いずれのマンダラも教

員に関係するもの、学生に関するものに分類されて

いる。

また、AL失敗には３つの基本パターンがある。

１つ目は、学びが「アクティブ（active）でない」

こと、すなわち、学びのアクティブとは何かの問い

に答えられていない場合、２つ目は、そもそも「学

び（learning）がない」こと、すなわち、科目目的

とALの目的が区別されていない場合、３つ目は、

教員が「近視眼（myopia）となる」こと、つまり教

員が自らの専門性に関わる内容を、思い通りに学生

に伝えることを優先する場合である。学生の学びの

目的は非常に多様なので、画一的なALを行ったの

ではうまくゆかない。実際面では、学生がどういう

ふうに学ぶのか、どうすれば活き活きと学ぶのかな

ど、学生行動への理解や、ALを通じて、学習項目

の記憶・暗記なのか、学習項目の活用なのか、ある

いは社会人基礎力の養成なのかといった科目目的や

その学習の狙いに沿った課題設計が必要になる。ま

た、教員には、時代の要求を完璧に反映するのは困

難とはいうものの、時代を見据えて科目の説明責任

を果たすことが求められる。

ALの効果を高めるノウハウとしては、①ALの学

習環境を構造的に理解する、②ALがなぜ注目され

るのかということについて地域社会や産業界の要請

を理解し取り込む、③全学生が等しく学びを得られ

るよう工夫する、④課題の設計を工夫することが指

摘できる。

ALの教育環境については、教員を中心に置き、

教育技術、教育体制、価値観、関係者の４つについ

て、それぞれクラス、学内環境、マクロ環境の３つ

の視点から考慮しなければならない。こうしたこと

を踏まえ、大学として責任をもって、社会で学ぶ素

地を持った学生を送り出すには、建学理念や人材育

成理念に照らし、カリキュラムやシラバスに位置付

けされた「科目の学習目標」を設定することが大切

である。本学では、社会人基礎力の考え方をもとに、

学習プロセスで習得する資質能力について「基礎力

（学び・学ぼうとする力）」、「実践的思考力（シンキ

ング）」、「主体的行動力（アクション）」、「発展的コ

ミュニケーション力」の４要素が螺旋的に関係する

モデルを想定して取り組んでいる。各要素はそれぞ

れ３つの能力を含んでいる。

ALではグループワーク（以下GW）の難しさがあ

るが、それは以下のような指摘に基づいている。す

なわち、「学生自身がGWに慣れていない」、「時間が

無駄」、「学生の知識が不足」、より深刻なのは「GW

では何が成功か失敗かの判断が難しい」といった指

摘である。例えば、表面的にはGWで発言が活発で

あっても、発言者が限られたり、発言内容が課題か

ら外れたりしておれば成功したとはいえない。つま

り、GWでは個々の学生の学びが保証されているか

という点が重要になる。

さらに、ALが成功するかどうかに課題の良し悪

しが関わってくる。課題設計については、３つの観

点が指摘できる。つまり、①「正解を問うのか、自

分の考えを問うのか」、②「作業の手続きや段取り

は教員が主導するのか、学生任せか」、③「作業に

取り組もうと感じる意欲・動機は内的か外的か」と

いった点を踏まえて課題の最適化を図る必要があ

る。③の「内的か外的か」の見極めは難しい面もあ

るが、仮に外的であったとしても活動を通じて学生

が自ら学ぶ方向に変化することもありうる。

結論としては、ALはこの形を作れば正解という

ものはなく、置かれた状況、学習目的、許される作

業時間、学生の受講目的などを踏まえ、バランスよ

く組み立てることが大事である。

【アクティブ・ラーニングを導入した地域連携教育】
地域と連携・地域を活用したPBL教育の導入
と効果

信州大学キャリア教育・サポートセンター
副センター長　　林　　靖人　氏

本学では地域拠点大学を目指し、

大学と地域が連携し、地勢や自然資

源、環境を活かす基盤的研究、地域

の産業基盤を活かす産学連携実践研

究を推進し、学生が地域に目を向け

主体的に地域活動を行っている。今

後は、地域を活用した学生教育の体系化、地域連繋活

動の志向浸透とシステム化・体制づくり、地域の人材

育成と大学教育の循環システムを構築する。



ル等との調整など、課題がある。このため、地域連携

研究員制度を設け、自治体から人を派遣してもらい、

共同研究契約のもとで教育を重視した共同研究を行

い、これらと連動したPBL型教育（授業）を行う。こ

の制度では、問題解決の学びを自治体の職員で行うこ

とや自治体職員には教えることが最大の学びになる点

が特徴である。研究員はテーマに関し考え方を学ぶ機

会や大学教員からヒアリングを受ける機会があり、大

学図書館も利用できる。また、学生はゼミ経験を通じ

地域のファンになることが期待できる。　

筆者の１年生対象「地域ブランド実践ゼミ」では、

講義、インタビュートレーニングや、学外活動とし

てイメージ形成フィールドワーク、市議会との対話、

複数企業取材型インターンシップ、課題解決プラン

作成、学外での成果発表会などを行っている。フィ

ールドワークの調整は地域の自治体職員や連携研究

員が行っている。

PBL教育の地域への効果は、いつの時点でとるか、

大局的に見るかで異なる。現在参考にしているのは、

日経の地域貢献度ランキングである。４年連続で本

学が総合第１位だが、これが学生や教員のやる気に

結びついている。また、キャリア面での評価に日経

の「就職力ランキング」も参考にしている。授業に

関しては、それぞれ目標を設定し評価する必要があ

る。筆者のゼミでは、企画力と行動力、表現力の点

から評価するとともに、自治体職員も評価に関わっ

ている。こうした取り組みでは、自分たちで行動す

るようになったかという点を重視している。

【知識の創造を目指したアクティブ・ラーニング
の考察】
ネット会議による分野横断型PBL教育の提案

本協会　学系別FD/ICT活用研究委員会委員、
昭和大学　歯学部教授　　　片岡　竜太　氏

分野横断型PBL提案の背景には、

2011年の日本学術会議提言「我が

国の医学教育はいかにあるべきか」

で、医学と歯学、薬学、看護学など

の多分野が相互連繋を深めることを

指摘したことがある。歯学教育モデ

ルコアカリキュラムの平成22年の改訂版で、多様な

社会ニーズへの対応のため、患者中心のチーム医療

が加わったが、歯学系では単科大学も多く、多職種

連携教育の実践には困難を伴う。

米国歯科医学教育学会ではコンピテンシーとベン

チマークとして、クリティカルシンキング（以下CT）

を第１に置いている。CTとは、与えられた情報や

知識を鵜呑みにするのではなく、複数の視点から注

意深く論理的に分析する能力や態度を指す。厚生労

働省の健康施策も臓器型モデルから全身健康管理型

モデルへと移行しており、CT中心のチーム学修や

多分野学生によるネット活用アクティブ・ラーニン
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ところで地域とは、地勢、行政など空間的・形式的

なまとまりであり、エリアのレベルから地方自治体・

国レベルまであるが、人の生活・文化的営みに基づく

まとまりを考える必要がある。連繋については、

Partnership、Relationship、Collaboration、Engagement

といったレベルがあるが、最初から地域と「つなが

り」があるという意味ではEngagementと理解し、地

域連繋と表すのがふさわしい。さらに地域連繋を進

める上で大切なのは、「うまく調整する」という意味

合いのマネジメントである。地域連繋マネジメント

では、活動理念を全員が同じものを共有しているわ

けではないので、コミュニティのレベルで考える必

要がある。

現在、本学では文部科学省の地（知）の拠点整備事業

に取り組み、大学が自治体等と連携し、地域を志向し

た「教育・研究・地域貢献活動」を一体的、全学的に

進めている。平成25年度に始まり、平成29年度に事

業は終るが、地域や産業界と連携し継続予定である。

現在、「中山間地域、歴史・芸術文化、環境共生、防

災減災、健康長寿、多文化共生」のテーマそれぞれの

未来について取り組んでいる。その際、研究者の知と

実践者の知を掛け合わせ、課題解決知を産み出す。つ

まり、大学が持つ分析力や体系化の能力を使い、現場

の実践の分析を行う一方、現場の実践者には体系化の

術を習得してもらう。また、自ら地域の課題解決を目

指す人を集め、パイオニア人材やコーディネーターと

して育成する、あるいは本学に進学してもらい、プロ

人材に育てる。こうした段階を経て大学教育にも関わ

ることにより教育の質も担保できる。

一方、大学も地域課題を通じ、専門分野の融合や

一貫教育を進め、学問と社会の繋がりを高める改革

を行い、学生が目的を持ってテーマを学べる仕組み

を作る。すなわち、地域人材育成による地域戦略プ

ロフェッショナルが地域講師としてゼミを担当し、

実践学習の場を提供しつつ、学生は課題実践学習や

地域活用学習に取り組む。また、現場で先進的な事

例を行う人に学び、ソーシャルイノベーターを育て

る地域貢献事業も行っている。

こうした取り組みで学生の育成ができたかどうか

は、ゼミ受講前後で主体性など11項目の調査を行っ

たが、伸びはあるが半年後に下がる結果が出たため、

刺激を与える機会と活動するチャンスを与えること

が課題になる。現在、全授業を“地域課題テーマ”

から逆引きし、総合力を修得できる分野融合的・学

際的な教育環境を構築しつつある。平成29年度から

はローカル・イノベーター、グローバル・イノベー

ターを育成する少数選抜コースの全学横断特別教育

プログラムを予定している。

PBL教育では、授業内容や実施は各教員が担うため

押し付けはできない上、地域との調整・授業内容の設

計・経験の蓄積それぞれに時間がかかることや、学生

を学外に連れ出すことに伴う経費の発生や、授業ルー



の治療ケアプランの作成と発表を行い、最後に電子ポ

ートフォリオを用いた個人としての振り返りとなる。

第２段階は、例えば脳梗塞患者の急性・回復・維

持の各期の臨床シナリオをWeb上に提示し、多職種

学生グループがこれについてディスカッションを行

い、具体的な改善策を提案する。授業後、電子ポー

トフォリオを活用して、取り組みや学びについて省

察を深める。これら２つの段階を経て、臨床推論、

問題解決能力を育成する。

こうした取り組みには、医療系分野の他、臨床心

理学、介護福祉学、行政学、法学、経済学などの専

門家の参加が期待される。これら関係者の協力も得

て、健康長寿社会実現のため、ICTを活用し、超高齢

社会の課題に多学部、多学科の学生がグループで取

り組むことによって、共通の基盤とそれぞれの専門

性を有する人材を育成することが可能ではないか。

第２日目（9月7日）

テーマ別意見交流
分科会Ａ：ＩＣＴを活用したアクティブ・ラ
ーニングの取り組みと課題
・人文・社会科学系

「大人数授業での双方向型アクティブ・ラーニング」　　　　　　　　　　
小樽商科大学　社会情報学科准教授

大津　　晶　氏
コミュニティワークを基軸に、大規

模クラスにおける効率的・持続的・議

論の多様性の向上を目的としたアクテ

ィブ・ラーニングの形態と開発した大

規模クラスのアクティブ・ラーニング

手法について紹介された。学修管理シ

ステムmanabaを活用した反転授業を実施しており、テ

キストや動画資料を用いた予習、講義・演習など振り

返りと定着などの事前事後学修を強化した授業構成に

なっている。また、コミュニケーション支援アプリ

responを出席や自習時間などの確認に積極的活用して

おり、これらの実情についても説明された。引き続き、

意見交換に入り、どれほどの人数を大規模と考えて授

業設計をしているのか、スマホ・携帯を持っていない

学生への対応、ICTの活用に加え、実際のビジネス現場

での役立つコミュニケーション力の向上についての留

意点、成績評価などが話題となった。

・理工系
「学修マネジメントシステムを用いた事前・事後学修」

東海大学教育研究所所長代理　理学部准教授
及川　義道　氏

学修マネージメントシステムを利用して、予習、授

業、復習など授業内外における学修支援について、理

学部共通科目である科学Cを例に、授業の流れとアク

グを考える必要がある。

本日紹介する分野横断型PBLでは、ICTを活用しグ

ループディスカッションを通して、学生に学ぶ機会を

与え、共通の基盤や各職種の役割を認識した上で、学

修の動機づけ、振り返りを促し、人材育成の基盤を地

域で構築することを目指している。教育目標は、高齢

者、家族を取り巻く問題を把握し、改善を図るため必

要な知識を理解し、具体的改善策をグループで検討し

提案することの基本を修得することである。

多職種連携教育の定義では、IPE（Interprofessional

Education）が「２つ以上の専門職が、協働とケアの質を

改善するため、ともに学び、お互いに学び合いながら、お

互いのことを学ぶこと」であり、IPL（Interprofessional

Learning）が「２つ以上の学生も含む専門職が、職場

や学習環境において、専門職連携の成果や自発的なも

ののいずれでも、相互交流することからの学習のこと」

である。今回の提案では、第１段階は２年生でIPLと

して、ICTを活用し分野横断型のPBLを体験し多分野

の意見を集約して、グループとしてのプロダクトを作

成し、第２段階で３年生でのIPEとして、実際臨床的

なシナリオと分野横断型PBLを行う。

本学は医、歯、薬、保健医療の４学部からなる医療

系総合大学であるが、学部連携PBLを実践している。

１年生では、全員１年間寮で生活し異なる学部の学生

４人が相部屋となる。さらに、学部連携PBL、初年次

体験実習が、医療人マインドを獲得し共感を得るとい

うIPLの基盤となる。３年生で学部連携PBL、４年生

で病棟実習をシミュレーションした学部連携PBL、５

年生で医歯薬５年生と保健医療３年生が学部連携病棟

実習、６年生は選択で学部連携の地域医療実習、アド

バンスの病院実習を行い、全体としてIPLからIPEに段

階的に移行する教育体系となっている。

現在、文科省の大学間連携協働教育推進事業とし

て、超高齢社会に対応できる歯科医師養成プロジェ

クトを、本学と北海医療、岩手医科の２大学と関連

９歯科医師会が連携して取り組んでいる。参加大学

の学生は臨床実習の内容をパワーポイントにまと

め、Web上に提出しWeb上でディスカッション後、

Skypeによる15分ずつの発表と講義という形で学生

間交流を行なっている。その後、改良した成果物を

最終提出するという授業を５年生が行っている。

さらに、電子ポートフォリオシステムも開発し、医

療人としての長期目標設定、授業前の目標に対する授

業後の振り返り、次の授業に向けた短期目標設定を繰

り返し、自己評価と生涯学習できる医療人を育成して

いる。また、１年生から卒業まで活動をアーカイブし、

学生の個性と習熟度に応じた指導を行っている。

本学の分野横断型PBL教育では、第１段階は、取り

組みテーマに関するe−ラーニングによる事前学習、仮

想PBL室でのシナリオの提示とネット会議による取り

組みの共有、グループで作成したプロブレムマップに

基づいた各自の治療ケアプラン作成、グループとして
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ティブ・ラーニング戦略などについて

詳細に紹介された。また、授業につい

てのアンケ－ト調査結果や他の科目へ

の応用、課題および問題点などについ

ても言及された。引き続き、意見交換

に入り、事前学修システムでの教材

（ビデオなど）処理（著作権など）の方法、授業設計に

関わる教員側の体制、評価、などが話題となった。

・医療系
「双方向性遠隔教育システムを活用したPBL教育」　　　　　　　　　　

岐阜大学医学部教授　丹羽　雅之　氏
岐阜大学医学部では、学習環境の

向上、全国ならびに世界の学生との

交流を通じた学習環境の提供、医療

系教員のFDおよび職員のSDを全国

展開することなどを目的にe-Leaning

Systemを構築している。このシステ

ムを活用してアクティブ・ラーニングの一手法であ

るPBL教育を展開するとともに、医学教育セミナー

とワークショップを全国の大学と共催しており、こ

れらの実施状況について詳細に紹介された。引き続

き、意見交換に入り、PBLが授業科目全体に占める割

合と具体的な実施方法について、医療系での個人情報

の管理とICTの活用、などが話題となった。

分科会Ｂ：教育を客観的に振り返るための環
境整備～IRの導入の取り組みと課題

「質保証としてのIR導入の現状と課題」
筑波大学　大学研究センター特命教授

金子　元久　氏
IRとは何か、教育データの分析、

役割と課題などについて報告され

た。

現在、大学の質保証に向け、どの

ような授業が行われ、どのように学

修し、どのような教育効果を獲得し

ているか、その教育運営はどのような意思決定の元

に資源が配分され、どのようなカリキュラムで授業

が行われているかなどが問われ、さらにこれら必要

な情報が社会や国、そして進学を希望する保護者に

的確に提供されているかが問われている。

IRはこれら学内情報の収集蓄積と、分析、評価、

報告書の作成、そしてその学内外への公開、広報、

提供を機能としている。集積が必須な学内情報とし

ては学習行動の把握に関わる学習時間、授業での学

生の経験や意識などが重要となる。それらは授業改

善、改革、教育効果向上、学生満足度向上に向けた

大学の教育運営改善に戦略的に活用されることにな

る。すなわちIRの役割は収集された様々な情報の分

析と十分な説明を通し、教育運営の点検評価と問題

点の把握を支援し、そしてその改善改革への方策提

案と学内合意形成を支援することと言える。

これらの役割を担うIR実施上の現状課題は、情報

分析の方向性や教育運営改善課題設定のあり方、情

報公開の範囲とそのあり方、そして大学運営上の課

題に関する責任部署が不明確なことと、多くの教員

がこれらに無関心であることである。また、IR実施

での必要情報の調査方法やデータベース構築とその

分析に関するスキルを保有した要員の確保とIR部門

の適正な位置付けが重要な課題となっている。報告

の後、内容に関する質問があり、詳細な説明がなさ

れ、引き続いて、活発な意見交換があった。

「大学に求められるIR機能の実現に向けて
～IR活動展開の課題と学修成果の可視化」

京都光華女子大学　副学長、EM･IR部長
水野　　豊　氏

京都光華女子大学は、この10年間

の大学改革の流れの中で、学生を総

合的に手厚く支援すべく学長直轄組

織EM・IR部を設置すると共に、経

営戦略として学部設置・改編による

教育研究再構築を行った。更に女性

の社会における課題提供等に取り組むためのセンタ

ー組織の整備を行い、私立大学改革総合支援とAP

の採択に至った。入学から卒業まで学生を総合的か

つ組織横断的に支援する体制をEM（エンロールメ

ント）と捉え、データに基づくエビデンスベースに

よる支援を実現すべくIRに取り組んでいる。その基

本方針は学生成長支援・教育の質向上・経営戦略支

援に置くが、別途ビッグデータベースの構築は困難

なため、既存情報を適切に収集・管理・活用する方

向でのIRを展開した。学科・入試・学生活動等のデ

ータがどのような形でどこに保持されているかをリ

スト化（京都光華IR辞書）して全学に公開し、個々

の学生の入学から卒業までの追跡情報を紐付けて

EMのベースとしている。EM・IR活動のアセスメン

ト体系化は、直接・間接指標設定、ベンチマーク活

用等の方向で推進。学修アセスメント体系化につい

ては、大学生・社会人基礎力に関する業者テストや

DPルーブリックにより学生自身の自覚と自己評価

を促している。EM・IRのアセスメントは、関係部

署への意見聴取、結果のフィードバック、課題の共

有化による優先課題の選択、そして最高機関である

大学運営会議への報告、というPDCAサイクルの流

れがうまく回っているかにより評価している。AP

に関連してアクティブ・ラーナー水準のアセスメン

トを現在開発中である。今後は、学生支援の強化、

アセスメントポリシーの確立、高大接続・三位一体

改革への対応などが課題であることが報告された。

報告につづいて、意見交換があり、教員のモチベー

ション、アクティブ・ラーナーの指標、調査分析の

掘り下げ等が話題となった。
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分科会Ｃ：アクティブ・ラーニングの評価方法
「ルーブリックの導入効果と課題」

創価大学総合学習支援センター長
経済学部教授　　関田　一彦　氏

アクティブ・ラーニングを通じ

て、どのような能力がどの程度身に

付いたか、学生自身に自己点検する

ためのアセスメント科目を設定して

いる。アセスメント科目では、自己

評価ルーブリックを使って学生自身

が汎用能力の伸長を点検するとともに、学修ポート

フォリオを使った振り返りで相互評価して更なる成

長を促している。また、教員はアセスメント結果を

踏まえて、カリキュラムの効果を点検し、点検結果

を共有して、チームとして改善計画を策定・遂行し

ている。また、ルーブリックのスコアとPDF化した

自己成長記録シートをデータベースに蓄積して、自

身の学びを再点検する機会を提供していることなど

が紹介された。

「ピア評価の導入効果と課題」
摂南大学薬学部特任助教　串畑　太郎　氏

アウトカムを重視したSGD（スモ

ールグループディスカッション）の

教育にピア評価の導入が効果的であ

ること、ピア評価は回数を重ねるこ

とでチューター（教員）評価と差が

少なくなり評価者として成長するこ

と、自己評価とピア評価が相関すること、TBL（チ

ームベースラーニング）でチームを育てるにはピア

評価は必須であると考えられることなどが紹介され

た。ただし、事前にピア評価の目的・意義を真摯に説

明しておかなければならない、１回目のフィードバッ

クで不正等を指摘することで２回目以降は良くなるこ

となどの注意点も併せて紹介された。

意見交流に入り、ピア評価を成績に含めることの

是々非々、グループサイズや欠席者の扱い、アセス

メント科目のCP（カリキュラム・ポリシー）、DP

（ディプロマ・ポリシー）での位置づけ、科目とDP

の整合性の問題、同一科目複数担当でALの手法が

担当者ごとに異なる場合での評価、反転授業の効果

などについての質問が寄せられ、詳細な説明がなさ

れた。

医歯薬、看護、リハビリの分野では、チーム医療

としてPBL（プロジェクトベースラーニング）や

SGD、TBLが重要な要素になっている。学生時代か

ら、チームでの議論に習熟することは、これらの分

野で社会に出るときの重要なスキルでもある。ただ

し、アウトカムとして国家試験に合格することとの

連関は明確にはなっていない。摂南大学の取り組み

成果を待ちたい。また、この分野でAPを獲得し、

先進的に取り組んでいる創価大学の事例は、これか

らALやルーブリックの導入を検討している大学へ

のヒントとなる点が多く含まれていた。

形態の問題ではなく、学生がアクティブになるか

どうかが最重要課題であることの認識は共有できた

と思われる。ただし、取り組みには教員組織の意識

改革が急務であり、その課題への特効薬は無く、各

大学の意識に任された格好になった。

分科会Ｄ：価値の創出を目指した問題発見・
解決思考の情報リテラシー教育モデル
＜紹介＞
情報教育研究委員会

情報リテラシー・情報倫理分科会
主査　玉田 和恵氏（江戸川大学）

分野別情報教育分科会
文系（社会科学・経済学分野）

児島 完二氏（名古屋学院大学）
理系（機械工学分野）　

角田 和巳氏（芝浦工業大学）
医療系（薬学分野）　

大谷 壽一氏（慶應義塾大学）

まず、情報教育研究委員会を構成

する３分科会の役割と活動につい

て、次のような簡単な説明がなされ

た。

①情報リテラシー・情報倫理分科会

は、１、２年次を中心とする分

野共通の情報リテラシーを如何

に育成するかを検討しており、本分科会では、

モデル案を提示すること、

②分野別情報教育分科会は、専門教育の中で、情報

リテラシーを如何に育成するかを検討しており、

本分科会では３分野からモデル案を紹介するこ

と、

③情報専門教育分科会は、本分科会では話題提供は

されないが、情報のプロパーの育成について検

討していること。

次に、分野共通の情報リテラシーについて、

2011年頃からの取り組みの概略（ソフトウェアの

操作技能が中心で、問題解決、モデル化やシミュレ

ーション、情報の扱い方、情報倫理等については、

あまり扱われていない状況にあることを明らかにし

た調査など）が報告され、私情協が考えている「情

報リテラシー教育」のガイドラインは、従来からの

機器操作主体の初年次教育ではなく、予測困難な時

代における答えの無い問題に対し、より良い解を追

求できる問題解決力が求められていることに対応す

るものであること、その育成のために、初等中等教

育段階からの連続性を踏まえ、卒業時までに培われ

るべき「学士力」のひとつと位置づけていることが

示された。

玉田氏
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第３日目（9月8日）

大会発表
※以下の発表者は発表代表者のみ掲載。

Ａ－１ キャリア科目課題：社会人訪問による学び

への授業支援システム利用

東海大学　鹿田　光一

３年次キャリア教育科目では“社会人訪問”を設

定し、知識取得、組織学習を課題としている。LMS

を利用して、この課題と、生きる力、自己肯定感の

獲得は、概ね達成している。今後の課題は、一定の

評価精度は保持しているが、到達レベルを数値的に

評価できる方法を確立することである。

Ａ－２ 就職情報サイトのデータ分析によるキャリ

ア支援

産業能率大学　白土　由佳

３年次向け科目「進路支援ゼミⅠ」における就職

情報サイトのデータ分析に関する取り組みについて

報告し、キャリア設計での各自の探索的目標設定と

主体的学修への支援について説明している。今後の

課題として、キャリア設計での短、中、長期の具体

的な目標設定のために、その方法修得を挙げている。

Ａ－３ Web会議システムを用いた遠隔インターン

シップの試み

東海大学　白澤　秀剛

Web 会議を活用し、首都圏学生が授業休みや、交

通費負担をせず、地方企業のインターンシップに参

加できる仕組みを作り、実施している。事前事後の

研修や、特別なインターンシッププログラムなどの

実現性に当初は懐疑的な企業も実施後は人事担当

者、経営者、役職者から継続希望が有ることなどに

ついても報告している。

Ａ－４ アクティブ・ラーニングによる技術力と数

理力の向上

金沢工業大学　三嶋　昭臣

２極化する新入生の数学と物理の学力に対し、課

外活動「理工学基礎プロジェクト」による自主的な

物創り支援や、数学や物理の正課授業でのICTを活

用したグループ学修・発表などで、数理力・技術

力・コミュニケーション力などの向上を支援してお

り、参加者は継続希望であることなども報告してい

る。

今回、2012年度版ガイドラインの土台とした初

等中等教育段階の情報活用能力（情報活用の実践力、

情報の科学的な理解、情報社会に参画する態度）を

踏まえ、大学教育に引き継ぐように（学士力として

の）情報リテラシーガイドライン（2016年度版）

を提案し、問題解決の枠組みや到達目標を紹介して

いること、多様な問題を解決するための様々な要領

を個別の知識として教えるのではなく、物の見方や

考え方の要領を扱うことで、それぞれの要領の探し

方を扱うことが大切であり、学生の主体的な学びを

実現するためのカリキュラムが必要であることが説

明された（詳細は大会資料参照）。

その後、専門教育における情報リテラシー育成の

ための授業展開例について、文系科目の例として、

児島氏から社会科学・経済学分野の２年生対象の

「大学が立地する自治体に関する調査（問題発見）」

及び、３年生対象の「地方創生のための政策立案

（問題解決）」というモデル案が、理系科目の例とし

て、角田氏から機械工学分野の３年生対象の「あな

たが提案する日本のエネルギービジョン（日本の長

期エネルギービジョンを考える）」というモデル案

が、医療系科目の例として、大谷氏から薬学部４年

生対象の「特定患者向け『くすり説明書』の作成」

というモデル案が紹介された（各モデル案には、到

達目標と対応付けた３回程度の具体的な授業計画が

示されている）。

セッション後半では、参加者からの質問等に基づ

き、意見交流が行われた。

特に、問題解決型の授業実施後、評価をどうすべ

きかが話題となり、ルーブリックによる評価が好ま

しいとの方向性が示された。また、実際の運営や仕

掛けをどうすべきかが話題となり、別の活動に変更

するのではなく、従来型の操作技能中心の授業展開

の中に、問題解決的な活動を含めて、徐々に移行す

ることが現実的であることが示唆された。

その他、他の領域のモデル案も示して欲しいこと、

倫理面を含めた具体的な内容や教材を提供して欲し

いこと、並びに、現行のスタッフに対する研修や具

体的な運用方法などのノウハウを提供して欲しいこ

となどの要望が寄せられた。

最後に井端事務局長から、関係者が協力し、数年

かけて、情報リテラシー教育の基盤を作り上げてい

く必要があるなど、私情協としての今後の見通しが

示された。また、木村アドバイザー（上智大学）か

ら、授業実施後、どの様なフォローアップが必要か

も考える必要があるとの助言を得て、セッションを

終了した。
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Ａ－10 フリーソフトによる予習教材作成とその効果

松山大学　安田　俊一

学生に授業の予習をさせるためには予習教材の作

成が必須であるが、反転授業でよく使われているビ

デオ教材は作成の手間が大きい。そこで、パワーポ

イントの「メモ」に記載した解説をフリーソフトウ

ェアを用いて音声ファイルへ変換してスライドに組

み込んで配布する方法および効果について報告して

いる。

Ａ－11 事前事後学修に向けた小テストの試み

甲子園大学　梶木　克則

事前学習としての本読みを促すためにｅラーニン

グによる穴埋め式の小テストを昨年度から始め、本

年度は記述式から多肢選択の解答形式に変更してい

る。これにより、入力トラブルの削減と得点表示時

間の短縮を実現して、学修の動機づけに結びついて

いるが、小テスト直前の本読みだけになっている学

生が多いなどの課題があることを報告している。

Ａ－12 中堅私立大学の経済学教育における事前事

後学習

東北学院大学　篠崎　剛

ICTを活用することにより、学生の授業外学習時

間が大幅に増え、e-ラーニング教材による事前事後

学習を促すことによって、学生の習熟度が向上し、

また、e-ラーニングによる学習支援により、授業外

学習が習慣づけられるなど、学習効果があることも

報告している。

Ａ－13 反転授業を取り入れた小児科シミュレーショ

ン実習

近畿大学　岡田　満

小児シミュレーション実習に反転授業を取り入

れ、これにより学生は積極的に実習に参加すること

が出来たと考えている。しかし、通常の授業に導入

することに対しては学生に賛否両論があることか

ら、取り入れる授業の選定や準備など十分な検討を

必要としている。

Ａ－14 数理科目の反転授業におけるICTの活用

金沢工業大学　西　誠

反転授業とアクティブ・ラーニングをより効果的

に行うために、e-シラバス、ビデオ配信、e-ラーニ

ング教材などのICTを活用し、さらに、クリッカー

を利用したピア・インストラクションを行って、学

生の理解を深め、学習効果を上げている。

Ａ－15 作業療法士の育成における反転授業の試み

九州栄養福祉大学　宮田　浩紀

実際の患者とふれあう機会が少ない学生に、実場

面の様子を動画で配信し、事前学修させることによ

Ａ－５ ICTを活用したアクティブラーニング型ス

ポーツ授業の実践報告

日本福祉大学　高村　秀史

初年次教育として「大学生活への適応」と「大学

で必要な学習技術の習得」を目的とし、（ICT機器を

利用した学習記録の作成）と（その記録を用いた指

導体験と練習計画の立案）の実践内容について報告

している。実践内容はまだ改良の余地があるが、ス

マートフォン等の有効性について確認している。

Ａ－６ アクティブラーニング「異文化コミュニケ

ーション」　学習者が主体的に学ぶ教室

東北工業大学　大石　加奈子

「異文化コミュニケーション」授業でのPBLで、

多文化理解を深め、協働で課題解決に取り組み、自

己学習力、課題解決能力、協働力、プレゼン能力、

等のアクティブラーニングでしか得られない力を如

何に修得したかについて説明があり、今後の課題と

して、継続的な実践場作りを挙げている。

Ａ－７ 「博物館情報メディア論」におけるアクティ

ブ・ラーニング利用の学習効果について

広島女学院大学　中田　美喜子

SNSを活用し、学生間の情報交換を促進すること

によって、学生の理解度が高まる効果があることを

示している。また、グループ学習、アクティブ・ラ

ーニング、反転授業を取り入れることによって、授

業が活性化し、学生からは理解度が上がるなどの感

想を得ていることも報告している。

Ａ－８ 特徴的なICTルームにおける工科系アクティ

ブ・ラーニング型授業の試み

湘南工科大学　佐藤　博之

戦略的に設計されたICTルームを活用したAL型工

科系の授業の展開について、従来は講義中心の知識

習得型科目であったとしても、やり方次第でAL型

に変容させることが可能であることを示し、「学び

合い」によって学修効果が高まる可能性があること

を明らかにしている。

Ａ－９ 大学講義における情報科目を対象とした部

品組み立て型概念マップの実践事例

近畿大学　山元　翔

本研究では、教師が教える内容を概念マップで表

現し、これを分解して部品として学習者に与え、組

み立てさせることで授業内容を構造化させる、部品

組み立て型概念マップを用いた授業を提案してい

る。また、情報科目での実践利用から、マップに基

づく能動的な授業理解等の効果について確認している。
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って、学生の理解度が高まり、効果的な反転授業を

実現している。スマートフォン利用により、動画視

聴率も高く、学生のみならず教員にとってもよい効

果があることにも言及している。

Ａ－16 反転学習を促進するための授業展開

聖隷クリストファー大学　石津　希代子

反転授業で、どのような授業内活動をすれば協働

学修がより活発になるかを探るため、様々な教材や

方法でグループ活動を行っている。単に学生間で事

前学習の内容を説明し合うよりも、テーマを議論し、

まとめ、発表する活動は、学生にとって満足度が高

く、より深い学びに繋がっている。

B－１ リアルとネットを組み合わせた地域・大学

連携

西南学院大学　小出　秀雄

リアルな場であるコミュニティカフェとバーチャ

ルな場であるFaceBookを組み合わせることで実践コ

ミュニティを醸成し活発化させる、学生の社会力向

上と地域活性化を目的とした地域・大学連携の取り

組みについての報告している。2015年度からの取

り組みであり、現在までのFaceBookアクセス状況を

分析した結果も示している。

B－２ 就業力育成と地域振興を目指した産学連携

デジタルサイネージ運用プロジェクト

東北工業大学　亀井　あかね

震災被災地の地域振興推進、学生の就業力育成、

地域産業の抱える問題解決のためのデジタルサイネ

ージによる測定調査を目的としたプロジェクト研究

であり、銀座で実施したサイネージによる地域・商

品の紹介と意見聴取や宮城県の自治振興発表会での

着地型観光ビジネスモデル等について報告してい

る。また、指導教員の負荷・責任増大が課題である

ことに言及している。

B－３ Web地図を活用した出身地のレポート作成

立命館大学　笹谷　康之

Web地図・地域統計・写真の適切な利用とそのレ

ポート作成の学修において、客観的・具体的・簡潔

な文章作成、クラウドコンピューティングとWebサ

イトへの投稿、そして各種地図の活用・作成を目的

としたWebライティング演習についての報告であ

り、いずれの目的においても学生の自己評価度も高

かったことも紹介している。

B－４ ICTを活用した作業療法技術（動作分析能力）

習得の試み

神戸学院大学　大瀧　誠

作業治療法実施計画立案において不可欠な動作分析

能力を養うため、疾患症例のビデオを事前学習させ、

その分析を授業に持ち寄ってのグループ学習につい

ての報告であり、ビデオの視聴状況、気分（肯定・

抑うつ・不安）、および効力感について学生自己評

価のアンケート結果を分析し紹介している。

B－５ 教職科目「教育原理」における情報活用能力

の育成を視野に入れたICTの利用

浜松学院大学　坂本　雄士

教職課程科目において、情報検索ツールを利用し、

レポート作成や発表、討論などを通じて情報活用能

力を育成するとともに、教職に関する知識・理解を

深化に加え、教育現場における諸問題の解決能力の

醸成を目指した授業についての報告である。

B－６ 授業外でLMS（学習管理システム）を有効活

用する初年次導入科目のデザイン

文教大学　森本　奈理

初年次導入科目にグループ学修によるアクティブ

ラーニングを取り入れたが、グループのメンバーに

恵まれるか否かで個人評価に影響があることから、

毎回の小テストと授業外課題とレポートをして課し

ている。本報告は、LMSを活用して回収のレポート

の取り扱いと評価に関するものである。

B－７ 「テキストチャットを利用した対面ディス

カッション」の試み

広島工業大学　遠藤　直子

初年次教育において学習者のコミュニケーション

能力の育成を目的に、グループチャットを対面ディ

スカッションに先行する学習過程に導入している。

これにより、積極的な発言がみられない学習者の発

話を促し、当該学習者のコミュニケーション能力を

段階的に育成することを目指した。

B－８ ゲーミフィケーションを活用した簿記教育

に関する試案

北海学園大学　庄司　樹古

e-learningを活用し、学生自身に練習問題を作成

させることを事前学習とし、事後には蓄積されたこ

の問題を解かせることで、簿記・会計に関する本質

的理解を助長と正答率の向上を目指している。ゲー

ミフィケーションの要素を採用することで、学生の

能動的な学習環境を提供することを目指した。

B－９ 学生による演習問題の解答解説発表を中心

に据えたCG基礎教育

産業技術短期大学　小池　稔

検定合格を目指した技術系短大の２年次科目

「CG基礎」において、反転授業の要素を取り込むこ

とで、学習者の理解度の低下と合格者の減少に歯止

めをかける試みについて報告している。学習者と教

員から一定の評価が与えられ、プレゼンテーション
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能力の向上などに波及効果があることも明らかにし

ている。

B－10 学習者のコミュニケーション特性に基づくス

ペイン語事後学修ｅラーニング教材使用分析

東海大学　結城　健太郎

スペイン語の指導法・学習法を探るために、CSI

を用いて学習者のコミュニケーション特性を分析し

た。初級から中級段階に進むにあたりで、アナライ

ザー・タイプの学習者が相対的に多く脱落している

ことなどが分かり、この結果に基づく学習環境改善

に向けた検討も行っている。

B－11 被服教育における「基礎縫い」デジタル教

材の開発とその効果

武庫川女子大学　末弘　由佳理

家庭科教育の時間削減から、技術的な体験が不足

したまま大学や短大に進学してくる学生が多い。こ

れらの学生の被服構成学実習に対する苦手意識を解

消するために、自由に閲覧可能なデジタル教材の配

布を試みている。縫製技術の基礎技術を示す教材で

は、概ね良好な結果を得ている。

B－12 短大ビジネス系学科における統計学教育の

あり方について

新島学園短期大学　大塚　敬義

四大編入を希望する学生の学力面での質保証を目

標とした、統計学入門レベルの講義をExcelを用い

て展開している。授業に関わる50の専門用語につい

て、初回授業時と最終授業時における理解度を調査

したところ、いくつかの項目を除いては顕著な理解

度の深化が見られることを明らかにしている。

B－13 授業評価アンケートをWeb回答にしたこと

で得られたこと

名古屋学院大学　牧野　雅

授業評価アンケートをWeb化することで、事務負

担の軽減、教員へのフィードバックの迅速化などの

利点がある。授業内回収をWeb化することによる回

収率の低下はなく、情報の電子化によって、学生や

授業ごとの属性情報と結合した高度な分析が行える

可能性があることを明らかにしている。

B－14 教学IRによる授業評価アンケートのデータ

活用への取り組み

清泉女子大学　有田　亜希子

授業評価アンケートをWeb化し、設問の自由度の

向上と省力化を図っている。回答を成績や履修者数、

教室の定員と言った他のデータと合わせて分析し、

授業に活かしやすい形で教員にフィードバックする

ことで、学生の授業満足度や学習意欲を向上させる

授業改善に役立てている。また、教員の顕彰制度に

役立てると共に、学生の学修支援に活用することに

も言及している。

B－15 教養課程におけるマネジメント技術教育プ

ログラムの開発

金沢工業大学　石井　和克

技術マネジメントを「技術を駆使して社会に役立

つ製品やサービスおよびシステムを開発、維持、改

善、廃棄する体系」と定義し、工科系教養課程にお

ける同教育プログラム開発のためのモデルと方法を

構築し、実証講義を通じてその有効性と課題を明ら

かにしている。

B－16 情報教育ガイドラインの実施にかかわる諸

課題についての一考察

江戸川大学　波多野　和彦

私情協による「情報教育ガイドライン」には、展

開指針の不足がアンケートにより指摘されている。

実際には、経費負担や教育人材確保の困難、高等学

校段階までの関連学修不足など、数多くの課題が存

在している。これらの諸課題を整理するとともに、

その解決に向けた方策を提案している。

C－１ 演習におけるVR（バーチャルリアリティ）

教材の活用とその可能性

旭川大学　宮崎　剛司

看護に関するVR教材を作成して、視聴後に活用

と学習効果について調査し、分析した結果について

詳細に報告している。なお、今回の調査が学習者の

主観的な回答であることから、より客観的な学習効

果の測定と教材改良に取り組むことを今後の課題と

している。今後は、VRへの利点を応用し、更なる

教材の開発と評価の方法を探求することにしている。

C－２ 仮想病棟の動画を活用した教育効果

産業医科大学　児玉　裕美

臨床環境の想定が困難な実習前の看護学生に対

し、ICTを活用し仮想病棟を移動する疑似体験をす

ることでの効果を検証し、疑似体験により、臨床経

験のない学生でも、臨床の環境について、看護師の

視点や患者の安全の視点で考えることができている

ことを患者、看護師、学生の回答から見出している。

C－３ 動画学習教材導入の効果に関する研究－文

系学部の情報実習科目を素材として

大阪商業大学　小林　俊和

動画を活用した効果的な教育法開発の基礎研究と

して、解説動画を授業に導入することの有用性を調

査するため、あらかじめ作成しておいた解説動画を

視聴するクラスと視聴しないクラスに分けて確認試

験を行い、その成績の差異を分析して成績への貢献
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C－８ 問題解決のための処理手順の組み立てとプ

ログラミングへの段階的展開

兵庫大学　森下　博

アルゴリズムを正確にプログラムの記述につなげ

るかという過程で、プログラミング初学者はフロー

チャートからプログラムを作成する時点で躊躇する

ことが多いが、ビジュアルプログラミング環境で

Scratchを活用することで、文法エラーを回避できる

など、ビジュアルプログラミング環境を取り入れる

ことが効果的であることを報告している。

C－９ 私的デバイスを活用する多様な端末に対応

した情報リテラシー教育

北海道科学大学短期大学部　亘理　修

情報リテラシー教育の授業における文書作成、デ

ータ処理、プレゼンテーションなどで、PCのみな

らずタブレット、スマートフォンなど学生の私的デ

バイス（BYOD）を使用することの効果を検証し、

教室外での事前事後学修と教室内での演習がスムー

ズに連携が取れるようになり、教室外での学修時間

が増加することを明らかにしている。

C－10 小型無線多機能センサによるIoT型モバイル

実験装置

北海道科学大学短期大学部　高　香滋

小型無線多機能センサと PCを利用した IoT

（Internet of Things）型のモバイル実験環境を構築し

て、数理リテラシー特別講座（基礎編：力学と電磁

気）で実験を行い、今回の小型で移動性に優れた装

置で、観測・計測が可能でああることを実証している。

C－11 情報教育へのアイデアソン・ハッカソンの

導入効果

立正大学　後藤　真太郎

環境情報分野で情報教育に対する取り組み意欲を

向上させるため方法を検討している。従来のように

課題を与えてプログラミングするのではなく、アイ

デアソン、ハッカソンの手法を用いたグループワー

クを通してシステム設計、構築を行って、アクティ

ブ・ラーニングの効果について検証している。

C－12 全学的な情報教育科目の検証：情報リテラ

シー教育の基盤科目として

広島修道大学　記谷　康之

2011年度から全学共通情報リテラシー基盤科目

として開講している２科目について、アンケート調

査により検証を行い、基本的なスキルの習得に一定

の学修効果があり、実践力の向上を示す自己評価も

得られており、情報処理に関する基本的な操作は履

修後も、情報科目の授業以外の科目や大学生活にも

活用されている様子が見られることも報告してい

る。

度を明らかにしている。

C－４ DVDを活用した教育実践  ～学生‐社会人

ギャップを乗り越える育成モデルの構築

追手門学院大学　田上　正範

社会人と学生とのコミュニケーション・ギャップ

が慢性化する中、学生に社会の現実的側面を理解さ

せる、短時間かつ効率的な方法として、テレビドラ

マや映画等のDVD動画に着目し、その教材化プロセ

スのポイントをまとめた、平成26年度からの成果報

告である。

C－５ 講義収録システムの運用とその評価

京都産業大学大本　英徹

「講義収録システムLecRec」にて収録された講義

科目Aにおける予備的調査の結果、収録ビデオ全体

の50％以上を視聴している者は全受講生の10％程

度であるなどシステムが十分に活用されていない事

が明白となり、単純にビデオ収録を提供しても教育

効果の向上が望めないことから、今後は、反転学習

への活用など、さらにシステムの有用性を向上させ

る施策を検討している。

C－６ LMSを利用した動画教材提供方式の検討と動

画教材を利用した反転授業の試み

広島国際大学　出木原　裕順

広島国際大学総合教育センターの活動として、動

画教材を作成できる環境を整備し、反転授業促進に

関する研修動画資料などを教員向けに配信してい

る。そのアクセス状況を調査するとともに、LMSを

使った動画教材の提供方式を活用して、反転授業教

材を用いた試験的な授業を行い、学生の満足度など

についてアンケート調査し、それらの結果を報告し

ている。また、反転授業を目的として、LMSを使っ

た動画教材の提供方法を試験的に展開した結果も報

告している。

C－７ いまどきの大学生のネット依存に関する調

査研究

九州栄養福祉大学　岩田　一男

入試偏差値レベルのやや上位校、中位校、やや下

位校の３大学を対象に、Young20判定法を用いたネ

ット依存度の調査では、入試難易度とネット依存度

との関係は認められなかったが、入試偏差値レベル

の高い学生の方が、ネットを幅広く頻繁に活用して

いると考えられ、この調査結果は、授業のみならず

学生生活の指導に役立つ可能性があることに言及し

ている。
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学力の定着度と人間力を育む活動実績の定量測定な

どに活用しており、これらの活用事例とシステムの

機能について紹介している。

D－２ 技術系大学におけるポートフォリオシステム

の活用（2）～人間力育成プログラム～

広島工業大学　久保川　淳司

人間力を向上させる取り組みにHITポイントと呼

ばれるポイントを付与し、評価する仕組みを構築し

運用している。この制度では、人間力に関する能力

に基づいて、課外活動を課外教育活動、社会教育活

動、自己啓発活動、大学協力活動の４つに大分類し

て、その取り組みの活動期間、取り組み状況、役割

など観点からポイント数を決めて付与している。本

報告では、このHITポイント制度と管理運営システ

ムHITPOの機能について説明している。

D－３ 技術系大学におけるポートフォリオシステ

ムの活用（3）～事前事後学修～

広島工業大学　濱崎　利彦

事前事後学修として筆記式課題を課すことが、能

動的な学修習慣を身につけるために重要である。こ

れを電子化システムに取り込むため、学生番号を記

載した入力シートと共にスキャンすると自動的にコ

ース管理システムに登録されるようにして、迅速な

理解状況の把握を可能にしている。

D－４ 「あるLMSを活用した法学教育の実践の取

り組み」

宮崎産業経営大学　村田　治彦

問題解決力をつけるには、直線上でなくクモの巣

状の知識構造が重要である。これをGoogle Appsで

実現するには、LMSとしての使い方を工夫する必要

がある。各種ドキュメントをハイパーリンクでつな

ぎ、論理的な順番を付けてナビゲーションする支援

方法が有効であることなど、Google Siteを工夫する

ことによるLMSの取り組みについて紹介している。

D－５ Mood leを用いたLMS上の自動採点システム

の試作

名古屋外国語大学　山本　恵

レポートの評価基準のうち、客観的に計測可能な

ものを自動採点することを目指している。ルーブリ

ックのStyle項目については教員の評価との相関が高

く、自動採点が指標となりうることを明らかにして

いる。しかし、Skill項目については相関が低く、ア

ルゴリズムの再検討など精度を高める必要があるこ

とも紹介している。

C－13 デュアルブート環境を導入した情報教育シ

ステムの構築

札幌学院大学　渡邊　愼哉

UIの考え方の違いや、社会で多種OSを使う事を

考えると、学生が複数OSを学ぶ利点が大きいため、

情報教育システムをBootCampによるOSXとWindows

のデュアルブート環境で構築した。環境へ変更して

いる。デュアルブート環境導入の経緯や利点、また

運用管理についても特有の問題点があることからそ

の対応に関しても報告している。

C－14 多目的多用途情報基盤構築について

日本大学　谷口　郁生

２学部が同一キャンパスに新設され、学系の全く

異なる学部の教職員と学生が共有する形で利用可能

な各種情報環境を構築することに至った経緯やその

後の運用状況などについて報告している。なお、今

後年次進行に従い、４年後の完成年度に充分なパフ

ォーマンスを発揮するかが最大の懸案事項であり、

改めて報告する予定としている。

C－15 ICT学習支援システムを使用した全学部必

修科目（演習）のSA募集

帝京平成大学　照屋　健作

コンピュータ演習Ⅰが演習形式であり、スチュー

デンスアシスタント（SA）の協力が必要である。各

教員がSAを募集することは困難であり、FD委員会

のワーキンググループが募集など行っているが、こ

の募集においては、SAに応募する学生と教員とのマ

ッチングを短期間で処理するなどの課題がある。こ

の課題の対応にLMSを活用しており、その状況につ

いて報告している。

C－16 クラウドサービスとBYOD機器の活用によ

るICT専門基礎教育の実践

横浜商科大学　遠山　緑生

ICT専門基礎教育の教育目標達成には、BYODで

クラウドサービスを利用する環境が必要であると考

え、これを実践している。その結果、保守コストの

低減し、教室外での継続的な学修が可能になり、ス

マホとの容易な連携による演習の幅が広がる、とい

う得られた効果とともに、いくつかの問題点や課題

についても紹介している。

D－１ 技術系大学におけるポートフォリオシステ

ムの活用（1）～人材育成～

広島工業大学　大谷　幸三

教育の質を保証するためポートフォリオシステム

を独自に開発して、学生に学修や活動に対して自ら

目標たて、このシステムを活用して、実施、記録、

振り返りといったPDCAを実践している。また、教

職員はシステムに蓄積されたエビデンスをもとに、
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D－６ moodleによる入学前教育の実施方法および

システムの改良について

九州産業大学　石田　俊一

入学時の国語および数学のプレースメントテスト

では一般合格者よりAO・推薦合格者の方が点数が

低いので、moodleを用いて入学前教育を行っている。

以前は業者によるe-learningを行っていたが、それ

と比較して課題の進捗状況による個別指導がやりや

すくなり、学力向上につながり、学力の可視化によ

り、教員の能力把握に関する負担が軽減されたこと

などを紹介している。

D－７ LMSを活用した専門ゼミにおける能動的・

主体的学修活動推進の試み

創価大学　山中　正樹

文学部の3年次配当の専門ゼミにおいて、学生一

人ひとりの目標設定や進捗状況の把握、それをもと

にした指導・アドバイスを行うことなどを目標に

LMSを活用している。これにより、提出させている

「予習課題」の内容の質的向上、プレゼンテーショ

ン内容の充実、討議の活性化およびアンケート結果

からLMSの活用によって当初の目標をある程度達成

していることなどについて報告している。

D－８ 初年次教育のための教材開発と教員コミュニ

ティ形成による教材の共有と改善の試み

長崎大学　北村　史

初年次セミナー開講期間に合わせて、LMSを活用

して教員コミュニティの形成および教材の共有化を

実践し、その有効性を検証した報告である。アンケ

ート調査では、LMSに公開された教材の利用は15%

にとどまる一方で、教材の提供自体に関しては肯定

的な評価もあったが、必ずしも活発に利用されたと

は言えず、その要因として、教材の準備だけでなく

授業展開例などの情報提供も必要であることなどに

ついて紹介している。

D－９ LMSによるクリッカー相当機能の実現とそ

の評価

清泉女子大学　福田　健

LMSの機能として実装されているクリッカー機能

を受講者数90～150名の１年次教養科目４授業にお

いて試用し、問題点と効果について検証した報告で

ある。利用端末は学生個人が所有するスマートフォ

ンなどであった。「通信料・電池の消費」、「表示の

遅さ」、「操作のしにくさ」などの指摘があったが、

充分に実用的であり、またより広い目的に活用でき

る可能性があることを紹介している。

D－10 クリッカーを使った教養教育

豊橋創造大学短期大学部　伊藤　圭一

２つの講義「社会科学基礎」および「数的処理」

にクリッカーを導入している。その結果、双方向の

講義の実現や他人の意見への興味喚起などの成果が

上がったほか、クリッカーの集計結果を見ることに

よりリアルタイムに学生の理解度を把握することが

でき授業を効率的にすすめることができることを報

告している。

D－11 スマホ＋タブレットをクリッカーとして利

用させる授業法の検討

近畿大学　井原　辰彦

Moodleで管理集計できるスマートフォン・タブレ

ットPC対応のクリッカーシステムを構築し、新入

生ガイダンスおよび２年次配当専門科目「無機化学」

で試用している。結果として成績上位層の少テスト

の結果が従来よりも改善されるが、その一方で、操

作の慣れが必要であることも明らかにしている。

D－12 学内授業支援システムを利用した講義効率

化およびモチベーション向上への取り組み

東海大学　土屋　秀和

情報処理入門レベルの授業におけるLMSの活用と学

生の講義内容に対する興味を引き出す演習を考案し

て実施するモチベーション向上の取り組みの報告で

ある。アンケートの結果61.2％以上の学生が講義に

対して興味を示した一方で実習時間が足りないと感

じた学生の割合は6.3％に留まっている。これは演

習問題の回収、情報提供などをLMSで完結して授業

効率を向上させていることが要因であることなどを

紹介している。

D－13 授業受講態度評価システムの開発

近畿大学　大木　優

教室に設置した複数台の監視カメラの画像を用い

て、授業中の受講生の態度を自動的に評価するシス

テムに関する報告である。顔の重なりの検出、机の

色と肌の色の分離などの解決すべき課題が明らかに

なった。今後、個別の画像を処理することにより、

まじめ度の分類を行う予定である。しかし、精度を

上げることも大事な課題であるが、この評価の活用

方法も大きな課題であることについて言及してい

る。

D－14 初年次教育プログラムの支援を狙った共通

基盤システムの整備

千歳科学技術大学　山川　広人

大学関連携共同教育推進事業「学士力養成のため

の共通基盤システムを活用した主体的学びの促進」

のために共通基盤システム上に整備した①到達度テ

スト②テスト結果を可視化できるシート③教育プロ

グラム用の教材などについての報告であり、教育プ

ログラム用の教材やLMSの一部を本事校以外の教育

機関にも提供しおり、多くの大学での利活用に関す

事業活動報告
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る知見を基に教材の新規追加・改良を続けていくこ

とにしている。

D－15 ウェアラブル端末を用いた大学生の学習意

欲喚起のための研究

大谷大学　上田　敏樹

Apple WatchやFitbit、JINS MEME等の市販されてい

るウェアブル端末情報からの情報と、Moodleから得

られる学習情報との相関を求めるべくシステムの検

討を行っている。また、個人情報保護に配慮しなが

らウェアブル端末を利用した学習方法のモデル化と

実用化を進めることとしている。

E－１ TBLで著作権および自動公衆送信を学ぶ

日本大学　小林　宏司

反転学習並びにTBL(Team-based Learning)による著

作権や自動公衆送可能化権等の侵害について学ばせ

る試みである。受講した初年次学生は、写真撮影や

送信については細心の注意を払うようになったと回

答しており、意識改革に一定の効果があることを確

認している。

E－２ ICTロボット活用PBL授業における学習効果

の向上に向けて

芝浦工業大学　菅谷　みどり

情報系の初学プログラミングの授業において、ロ

ボットを用いたPBLを設計し、実施した。ロボット

は、PCのみならず様々な応用方法の理解やICT の活

用力の向上、競技による協調学習の機会の創出に適

した教材であり、学生同士の協調学習経験や学習意

欲の向上に有効である。

E－３ 線形代数学入門におけるクリッカーを活用し

たピア・インストラクション型講義の実践

金沢工業大学　工藤　知草

数学の本質的な理解を得るためには、学生同士の

ディスカッションや教え合いを講義に取り入れ、数

学の概念を形成する必要がある。線形代数学入門で

クリッカーを活用し、能動的に講義に参加するピ

ア・インストラクション型講義の実践は一定の効果

があることを確認している。

E－４ 手書きノートの電子ポートフォリオ化を通

じた協調学習支援システムの運用

大阪大谷大学　開沼　太郎

調べ学習・論述学習課題として提出される手書き

ノートを電子ポートフォリオ化し、学習成果として

作成した「あわせるノート」を活用した協調学習に

ついての報告であり、当事者意識の喚起を通じた学

習習慣の確立並びに、協調学習の意義を認識させる

効果が期待できることなどを紹介している。

E－５ 学生相互の短時間講義によるアクティブ・

ラーニング　－ICTの有効性に関する検討－

愛知学院大学　泉　雅浩

歯学教育において、学生が専門分野のごく限られ

た領域をそれぞれ学修し、お互いに短時間講義を行

うことにより、必要とされる知識を修得するという

アクティブ・ラーニングを試み、その有用性につい

て報告している。今回は、ICTが充分活用できる状

態とICTを利用しない状態での学修効果の違いにつ

いて検討し、殆ど学修成果に差異が認められないこ

とを紹介している。

E－６ ワークショップの手法と事前学習を組み合わ

せたグループワーク活性化の取り組み

東京医療保健大学　駒崎　俊剛

医療情報学科の二年生のキャリア教育において事

前学習を課すことによって、グループワークの活性

化を図り、導入前の前年に較べ再履修者数は０とい

う成果を得ている。今後は事前学習に取り組んでい

ない学生への対応、創発的な議論においても活発な

意見交換が行われるよう工夫の必要性などにも言及

している。

E－７ 理系学科における英語教育モデルの再構築：

２年目までの成果とこれからの課題

中部大学　小栗成子

ロボット理工学科（ER）の学生の英語力は、入

学時点では英検準２級から５級という格差がある

が、学士力の到達目標として工学者としての英語コ

ミュニケーション能力の習得と新たな英語教育の取

り組みを実践しER学科における人材育成描像との

差を打破するための、英語教育方法について報告し

ている。

E－８ 生命科学の学びを豊かにするための英語のよ

い教育を模索する

京都産業大学　佐藤賢一

生命システム英語講読I、同II、同IIIを共通教育の

必修英語科目に加えて開講し「生命科学の学びにお

いて、汎用的英語運用能力と生命科学の学びと連動

させた英語運用能力を涵養する不断の修錬・努力が

必要である」というコンセンサスのもと、授業手法

に創意工夫を重ねてきた実践内容とその成果・課題

についての報告である。

E－９ スマホを利用した緩やかな英語学習コミュ

ニティの形成

清和大学　加藤貴之

授業時間内外の学修の連動を図るためのスマート

フォンアプリ「みなチャレ」を利用した英語学習コ

ミュニティの活用に関する報告である。アプリの活

用により、小数ではあるが、共通の宿題の他に課外
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学修の自主的な取り組みなどが見られたことなどが

紹介されている。

E－10 P-CHECK：ペアフィードバックを利用した

発音協働練習

北海学園大学　上野之江

コンピュータを利用した発音訓練法として、学習

者が練習した発音をGlexa というLMS 上で録音し、

Glexa はその録音ファイルを他の学習者に自動的に

配信し、学習者がお互いの発音を評価しあうという

協働作業を通じて、自らの発音を修正し向上させる

プラグインPCHECKを開発しており、その機能・活

用について報告している。

E－11 実践的英語力強化のための課外活動評価シ

ステムの活用

崇城大学　ロブ　ハーシェル

全学の英語教育を統一して実施する教育センター

「SILC(Sojo International Learning Center)」では、通

常の講義だけでなく英語を使った課外活動を実施す

ることで、学生の能動的な学習活動を支援するため

の仕組みとして「SALC(Self Access Learning Center)」

を設置し、サポートする教職員の負担を減らし、よ

り効果の高い教育へつなげるコンピュータシステム

を新たに導入しており、このシステムを利用した英

語教育について報告している。

E－12 教室外の課題と授業を結びつける英語講読

の授業

同志社女子大学　飯田毅

英語教育の改革を目指した「Super英語Academic

Express 2」というオンラインの教材を使った「英

語講読」の授業で学生は「Super英語」の中から、

１週間に２回の課題が与えられ、決められた曜日ま

でに終了させている。授業中、学生は課題で学んだ

ことを復習、内容を深め、日本語及び英語で話した

り書いたりして英語の基礎力を身につけさせてお

り、他のクラスの学生による授業評価より高いこと

などを報告している。。

E－13 思考プロセスの強化を目指す自己学習用

e-learning教材の開発

東京医療保健大学　島田多佳子

既習のフィジカルアセスメントと関連づけながら

取り組めるような仕みの導入、及びイメージ化につ

ながるような画像の多用や臨地おいて用いられてい

る診療記録の形式などを一部導入し、授業外の空き

時間や自宅においても勉強できる自己学習用e-

learning 教材を開発しており、その内容と活用状況

について報告している。

E－14 看護OSCE（客観的能力試験）に活用した

ｅラーニングの学習効果

産業医科大学　佐藤亜紀

初めて看護OSCEOSCEOSCEを受験する看護学生

に1. 試験のイメージ化・主体的な学習に向けた学習

ポイントの提示、2. 実施後のフィードバックを通し

た自己課題の明確化を目的に「呼吸困難を訴える患

者の状態観察」をテーマとしたeラーニングコンテ

ンツを作成しており、その内容と学習効果について

報告している。

文責：教育改革ICT戦略大会運営委員会
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